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平成15年10月1日、海洋水産資源開発センターは独立行政法人水産総合研究センターに統合され、引き続き業務を展開していきます。 
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昭和46年度沖合底びき網新漁場企業化調査船、第26海幸丸（63トン） 

　海洋水産資源開発センターは昭和46年7月1日、海洋水産資源開発促進法に基づき設立された。その目的は広く

国際的視野に立って海洋水産資源の開発および利用の合理化を促進するとともに、漁業の健全な発展を図り動物

たん白食料としての水産物の供給の安定に資することである。 

　設立翌日には、第21はぼまい丸がさんま新漁場企業化調査を開始し、7月11日には沖合底びき網新漁場企業化調

査船（2ケ統）が愛媛県八幡浜を、12日には海外トロール新漁場企業化調査船第51あけぼの丸がモザンビークのロ

レンソマルケスを出港するなど、7業種の調査船が世界の海洋で調査を開始した。 

設立　調査船は海へ（昭和46年7月1日） 

昭和46事業年度の開発事業（同年度作成のパンフレット） 
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設立を報じる新聞報道（提供：水産経済新聞社） 

まき網新漁場企業化調査船 日本丸の魚見台 かつお新漁場企業化調査船 第72黒潮丸（239.86トン） 

海外トロール新漁場企業化調査船　第61大洋丸 ファンネルマーク（第61大洋丸） 
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　設立翌年から開発センターはナンキョクオキアミ資源の開発に取り組んだ。昭和58年度までの12年間の南極全周

におよぶ企業化調査で漁場と漁期を確認した。昭和49年以降は大手水産会社のトロール漁船が現在に至るまで出

漁しており、近年の漁獲は年間6～7万トンに達している。 

　なお、昭和52年度から北転船10隻を独航船とする母船式操業の企業化調査を行った。昭和53年度には18,000ト

ンの大量漁獲を実現し、ボイル、生むき身などの洋上での大量加工技術も開発されたが、販売価格の点で事業が採

算レベルに達せず、母船式での調査は54年度で終了した。 

オキアミ資源開発に挑む（昭和47～58年度） 

南極海周辺に分布するナンキョクオキアミ（Euphausia superba）
は体長60mmに達する大型プランクトンであり、膨大な資源量が推
定され食料資源としての開発が期待された。 

昭和47年度、千代田丸（2180トン）での舷側から、枠網を曳く方式
での漁獲は59トンに終わったが、オキアミパッチの生態、漁場形成の
解明の点で貴重な知見を得た。 

昭和48年度以降、表・中層トロール方式に
変え、大量漁獲に成功（第11大進丸、1493
トン）。 
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開氷域での操業 

母船式オキアミ漁業企業化調査で漁場に展開する母船（中央奥）と独航船 

母船内での製品化作業（昭和52年度、大津丸） 独航船 第3おりえんと丸（349.08トン） 
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　カツオ・マグロ類を対象とする単船操業による大型のまき網操業方式は、そもそも日本にはなく、アメリカ等が実施し

たものである。このため、開発センターは外国からの技術の習得等の基礎的な調査から始め、人工流木操業の技術

開発を進めるとともにインド洋および太平洋東方海域の漁場調査を行い、成果を挙げた。海外まき網漁業は平成13

年に165千トン（うちカツオ117千トン）を生産する基幹漁業に発展している。 

海外まき網調査（昭和46年度～） 

東部太平洋海域でスピードボートとともに魚群追尾中の（旧）日本丸（990.09トン；昭和46～61年度調査船） 

昭和48年度以降、調査船1隻が増強され、2隻体制の調査となった。 
福一丸（499.57トン；昭和49～56年度調査船） 

福一丸の揚網作業 
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　インド洋では昭和54年度から調査を開始し、58年度に人工流木による操業方式により企業化の見通しが得られ、

その後の当業船の出漁につながった。また、太平洋海域で昭和55年度に日本丸は固定式パヤオによる操業（人工

流木操業を含む）で好成績をあげるなど、技術開発が進んだ。 

当業船から託送資材を受け取る日本丸（61年に新船）1号艇（平成元年度 熱帯インド洋海域） 

固定式パヤオの設置作業（昭和55年度 日本丸 南太平洋西部海域） 

人工流木は材料、仕様など様々な工夫がされた 
（平成5年度 第8天王丸 熱帯太平洋中部海域） 
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（2種とも図鑑「ニュージーランド海域の
水族」より） 

　深海漁場開発株式会社（昭和48年7月設立）が建造した水深2,000mまで曳網可能な高性能トロール漁船、深海

丸（3395.12トン）が昭和50年3月に竣工し、同年4月からニュージーランド周辺水域で調査を開始した。昭和55～58

年度にニュージーランドと同国200海里内の底魚資源の共同調査を行い、ホキ、ミナミダラ等の好漁場を発見するとと

もに、その調査結果は相手国政府にも高く評価され、我が国遠洋底びき網漁船の入漁に大きく貢献した。 

　昭和62年2月、深海丸は11年間調査したニュージーランド水域を離れ、以降主に大西洋海域の調査に従事した。

昭和62年度から平成11年度まで、大西洋西部海域でカラスガレイ、ブルーホワイティング等の資源開発と洋上すり身

生産のための調査を、グリーンランド、フェロー諸島等と共同で行うとともに、公海域の中層性アカウオ、南太平洋ナス

カリッジ等の海山でキンメダイ等の調査を行った。 

　遠洋底びき網深海漁場開発調査は平成12年3月に終了し、同船は25年間にわたる調査活動を終えた（深海漁場

開発株式会社の解散は平成12年4月）。 

深海漁場開発調査（昭和50～平成11年度） 

ホ　キ 
（同水域で最大の現存量を確認） 

曳網中の深海丸（昭和52年度　ニュージーランド南方沖合海域） 

ミナミダラ 
（すり身と魚卵が製造された） 

同水域離脱を報ずるニュージーランド 
水産部局広報誌「Catch 1987. 4月号」 
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（3種とも図鑑「グリーンランド海域の水族」より） 

カラスガレイ（グリーンランド水域） 

グリーンランド水域での流氷域での曳網（左）　船体着氷（右） 

ナスカリッジ水域でのキンメダイ漁獲（平成11年度、深海丸） 

フェロー諸島トルスハーベン港での深海丸（平成5年5月） 

オキアカウオ 
（中層性アカウオ） 

ブルーホワイティング 
（すり身も良質であったが、安定的な漁
獲を得にくかった） 

キンメダイ 
（図鑑「パタゴニア海域の重要水族」
より） 
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（2種とも、図鑑「パタゴニア海域の重
要水族」より） 

　設立時から昭和50年代にかけて、アフリカ周辺水域、南米周辺水域、天皇海山等の太平洋の海山、大西洋、イン

ド洋などの新魚種と新漁場の開発を広範囲に実施した。昭和50年代前半にはアルゼンチン及びチリの200海里水

域内の底魚資源の共同調査を行い、メルルーサ類、ホキ、キングクリップ等の分布を明らかにした。これを契機に日・ア

および日・チの合弁企業が発足し、現在も我が国に向けこれらの底魚を輸出している。 

　昭和58年度から平成元年度まで中層トロールによるチリマアジの資源開発調査を行い、後半の4年間には平均年

間6,800トンの漁獲を達成したが、すり身、ドレス製品の価格が低く企業化に至らなかった。 

遠洋底びき網漁業調査（底はえなわ含む）　　（昭和46～平成5年度） 

アルゼンチンヘイク（メルルーサ類） 

クサカリツボダイ 

アルゼンチンとの共同底魚調査（第1おりえんと丸　昭和51年度） 

天皇海山ではクサカリツボダイの好漁場を確認 
（第61大洋丸　昭和46～48年度） 

キングクリップ　 
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チリマアジ 

中層トロ－ル網（水槽実験） 

底びき網 

ドレス加工（昭和63年度　越前丸） 

揚網する調査船 越前丸（2802トン 昭和60～63年度） 

（図鑑「パタゴニア海域の重要水族」
より） 

底はえなわ等 （数字は調査年度） 

遠洋底びき網（深海丸を含む）漁場開発調査、および底はえなわ漁業調査における公海の海山等の主な調査実績 

5252
ノトセニア類 
コウリウオ類 
52～53

H1～2 
オレンジラフィー 
底魚類 

H1～2 
オレンジラフィー 
底魚類 

58～61、 
H11 
キンメダイ 

52～54 
アカウオ 
カサゴ類 

52 57

52、55～57

55～57 
キンメダイ 

H9 
キンメダイ 

H13、14 
アカウオ 

53、54 
ギンダラ 
メヌケ類 

47、48、52 
クサカリツボダイ 
キンメダイ 

53～55 
H3～5 
ギンダラ 
メヌケ類 52、53、55 

H3～4 
クサカリツボダイ 
キンメダイ 

55～56 
ハマダイ 
ヒメダイ 
キンメダイ 

52 
底魚類 

クサカリツボダイ 
キンメダイ 

底魚類 

52
ノトセニア類 
コウリウオ類 
52～53

H1～2 
オレンジラフィー 
底魚類 

H1～2 
オレンジラフィー 
底魚類 

58～61、 
H11 
キンメダイ 

52～54 
アカウオ 
カサゴ類 

52 57

52、55～57

55～57 
キンメダイ 

H9 
キンメダイ 

H13、14 
アカウオ 

53、54 
ギンダラ 
メヌケ類 

47、48、52 
クサカリツボダイ 
キンメダイ 

53～55 
H3～5 
ギンダラ 
メヌケ類 52、53、55 

H3～4 
クサカリツボダイ 
キンメダイ 

55～56 
ハマダイ 
ヒメダイ 
キンメダイ 

52 
底魚類 

クサカリツボダイ 
キンメダイ 

底魚類 
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　我が国国内ではイカ類は根強い需要がある。これに応えるため、ニュージーランド、オーストラリア、ニューファウンド

ランド、アルゼンチンの各水域に分布するスルメイカ類、北太平洋に広く分布するアカイカ、太平洋東部に分布するア

メリカオオアカイカなどの遠洋のイカ類の開発や漁法の調査を世界各水域で行い、遠洋いか釣り漁業の発展と我が

国国内のイカ類の安定的な供給に貢献している。 

遠洋いか釣り漁場の開発（昭和46年度～） 

　昭和46～47年度にニュージーランド水域でニュージーランドスルメイカの調査を行い、47年以降我が国漁船が本格

的に出漁した。昭和52～55年度にはオーストラリア水域のオーストラリアスルメイカの開発のため、同国と共同調査を

行った。 

　また、近年の南米の政情不安等を受け、ニュージーランドスルメイカの調査を平成14年度から再開している。 

ニュージーランド水域での調査船 第3新興丸（平成14年度） 

オーストラリア側調査員（昭和55年度 第81宝洋丸） 

ニュージーランド・オーストラリア水域（スルメイカ類） 
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　外洋性の大型イカである本種は昭和51～58年度に釣り漁法での調査で広範囲な分布を確認した。北太平洋で同

資源を対象にした漁業はいか釣り漁船といか流し網漁船により、昭和50年代後半に計約20万トンを漁獲したが、国連

決議により平成4年から流し網漁法が禁止となった。このため、流し網漁法から釣り漁法への転換のための技術開発

調査を行うとともに、現在もさらに漁場拡大のための調査を行っている。 

パラアンカーの投入（昭和58年度、新興丸） 第31寶来丸からみた第63富士丸（平成13年度） 

アメリカオオアカイカの釣獲 

生物調査中の両国調査員 

北太平洋海域（アカイカ） 

　体重60Kgに達する本種は通常の漁具で

は漁獲が難しく、また昭和46年度の調査で

カリフォルニア水域で分布を確認したもの

の、その後の分布等の知見はあまり知られ

ていなかった。このため、平成元～2及び 

12～14年度のペルー200海里内水域での

共同調査により漁場を確認するなど、我が

国のいか釣り漁船の入漁に寄与し、平成

13年には52千トンが漁獲されている。 

ペルー水域 
　　　　（アメリカオオアカイカ） 

　平成6～14年度にアルゼンチンとアルゼ

ンチンマツイカ、アカイカの生物学、資源構

造についての共同調査を行い、得られた知

見は我が国漁船の入漁に寄与した。 

アルゼンチン水域 
　　　　（アルゼンチンマツイカ） 
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　設立後、大西洋、北東太平洋、南太平洋高緯度海域等において、メバチ等の漁場開発および既成漁場の外縁的

拡大を目的とした調査を行っている。昭和56～61年度に調査したインド洋では、塩化カルシウム凍結法を導入、製品

品質の向上が期待されたが、凍結作業性および製品の身割れ等から、当業船へ普及しなかった。なお、投縄の自動

化について実用化試験を行い、ほぼ装置の完成をみた。 

　昭和62年度以降、太平洋の中・東部海域で深縄によるメバチ漁場の鉛直的開発等について調査を行い、平成元

年に進水した調査船 開発丸（489トン）により、現在は、メバチ日周行動に合わせた昼夜操業、取込装置などの省力

化試験、人工餌導入試験、新凍結装置での製造試験、等を行っている。 

まぐろはえなわ漁業調査（昭和46年度～） 

マグロ船上取込装置（平成6年度） 

平成元年度以降の調査船 開発丸（489トン） 

昭和59～63年度の調査船　第2加喜丸（299.83トン） 

新凍結装置（衝突噴流方式）で製造した 
ロイン製品（平成12年度から製造） 

塩化カルシウム凍結方式で凍結
されたメバチ 

ミナミマグロの耳石採集 
（平成11年度） 
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遠洋かつお釣り漁業調査（昭和54年度～） 

一本釣りの操業（昭和57年度　第52海王丸） 低温蓄養槽（第8作記録映画より） 

内地産マイワシを低温活餌槽に収容したまま、タヒチ パピーテに入港した調査船　第52海王丸 
（434.60トン　昭和57年度） 

　本漁業の経営安定のためには、それまで漁場となっていなかった赤道以南のカツオ漁場および北太平洋の西経域

ビンナガ漁場の開発が必要とされ、そのためには活餌の確保がネックとなっていた。　昭和50年代前半に船内活餌

槽を15℃程度の低水温に保つ装置（低温蓄養槽）が開発され、この装置の実証化に昭和56年度調査で成功、最長

70日の船内畜養が可能になり活餌の収容量もほぼ倍増した。このことからほとんどの当業船が搭載するようになり、

遠洋かつお一本釣り漁船の漁場範囲は赤道以南、タスマン海などに飛躍的に拡がった。 

　また、近年の消費者の嗜好の変化に伴い、脂質の多いものが好まれるようになったことを受け、脂肪含有量の多い

「トロカツオ」、「トロビンナガ」の漁場形成状況を確認しつつある。 
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　北太平洋のさけ・ます流し網に混獲されるシマガツオ類など、南太平洋のまぐろはえなわに混獲されるアロツナスや

ガストロなどの知見から、これまで極めて利用度が低いが資源開発の可能性が想定される魚種について、調査を 

行った。 

新資源開発調査（昭和53～平成8年度） 

はえなわの投縄作業（昭和61年度　第8福吉丸） 揚縄作業（同左） 

流し網漁獲物の製品化作業(昭和61年度 茨城丸　南太平洋海域） 

ぎんだら・まだら新資源開発調査（昭和54～63年度 北太平洋海域） 

しまがつお新資源開発調査（昭和53～平成2年度） 

ニシシマガツオ 
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調査船　第201日進丸（98.71トン） 
スカーレットシュリンプ 

深海性えび等資源開発調査（昭和54～58年度 南米北岸沖合海域） 

表層流し網による漁獲 

アロツナス 

あろつなす新資源開発調査（昭和57～62年度 南太平洋海域） 

まぐろはえなわによる漁獲 揚縄作業（平成5年度調査船 第18住吉丸） 

がすとろ新資源開発調査（昭和62～平成8年度 南太平洋海域） 

（図鑑「スリナム・ギアナ沖の甲殻類および 
　軟体類」より） 
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　我が国の200海里水域内の水産資源について、その合理的な利用・管理を行う必要性が高まったことから、①係

留式浮魚礁にカツオやマグロ等の魚類を蝟集させ沖合漁場を造成する沖合漁場造成事業、②沖合の漁場を有効に

利用・管理するために必要な基礎的な調査である沖合漁場等再開発基礎調査　③沖合漁業資源を合理的に利用

・管理する具体的手法を調査する資源管理型沖合漁業推進総合調査、等の調査を行っている。 

　この事業で南西諸島周辺に設置された約80基の中層型浮魚礁はこの海域の一本釣りなどの漁船に利用されてい

る。平成13年には約3,400トンのカツオ、キハダなどがこれら魚礁から漁獲され、これらの漁船のこの海域での漁獲量の

42%を占めた。なお、本事業は平成12年度以降は大水深沖合漁場造成開発事業として継続中である。 

沖合漁場等総合再開発調査（昭和62年度～） 

釣りによる調査（第18太幸丸　平成15年度） 

中層型浮魚礁の設置工事（平成11年度） 

宮崎県南郷で水揚げする調査船第三泰唱丸（平成2年度） 

魚礁設置ポスター（平成元年度） 

①　沖合漁場造成開発事業（昭和62年度～） 
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東シナ海ふぐ類等調査（平成11年度～) するめいか調査（日本海海域 平成10～14年度） 

東海あまだい調査（平成8～12年度） 

〔集魚灯の光力効果を漁獲量とコストから検証〕 

②　沖合漁場等再開発基礎調査（昭和63～平成9年度） 

 ③　資源管理型沖合漁業推進総合調査（平成8年度～） 

沖縄舟状海盆周辺海域（平成6～8年度）の調査
でのソデイカへのピンガー装着 

日本海大和堆海域（昭和63～平成3年度）の調査
で作成した1000m以浅鳥瞰図 

日本海べにずわい調査 
（大和堆等 平成9～11年度） 

開発した脱出口付きカニカゴは許可の制限又は 
条件に反映された 
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　資源状態の悪化、魚価の低迷、就業者の減少・高齢化の進行等に対応し、生産システムの抜本的な見直しが求

められる中、沖合漁業を中心に、最新の漁労技術を応用した省人・省力化や付加価値の向上等による新たな生産シ

ステムの構築のための調査を大中型まき網、沖合底びき網等について実施している。 

　北部太平洋海域においては、従来の船団1ケ統5隻45～50人体制を、2隻28人体制に合理化するべく、北勝丸によ

り平成9年度から調査を開始した。平成10～12年度では平均で年間6億5千万円を水揚げし、このシステムの有効性を

実証し、現在、調査継続中である。 

　東海・黄海海域において、従来の船団1ケ統5隻50～55人体制を2隻26人体制とするべく、ノルウェーから平成丸を

導入し、平成5年度から調査を開始したが、アジ、サバ等対象資源が低下傾向となって事業の継続が困難となり、平成

13年度で調査を終了した。 

新たな漁業の生産システムを構築（平成2年度～） 

調査船／網船　北勝丸（286トン） 

調査船／単船方式のまき網漁船　平成丸（965トン） 

①　大中型まき網 



137

　日本海西部海域における2そうびきでは、従来、75トン

型漁船2隻20人で行ってきたものを60トン型漁船2隻14

人体制で行うべく平成12年度から調査を開始し、目標

採算ラインの7割強まで達成しつつある。 

　北海道日本海海域におけるかけまわしでは、フィッシュ

ポンプ、ネットリール等を装備すること等により、従来の

19人体制を13人体制とするべく、平成14年度から調査

を開始した。 

調査船　第2やまぐち丸（60トン） 

北勝丸では搭載式1号艇により単船操業も可能 北勝丸の付属運搬船　第35福吉丸（270トン）への 
カツオ取り込み 

三陸沖でのイワシ操業 北勝丸のフィッシュポンプによるイワシ水揚げ 
（銚子港） 

調査船　新世丸（160トン） 

②　沖合底びき網 
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これまでの広報活動　 
（展示試食会、シンポジウム、講演会、創立10,20,30周年記念誌等） 

第6回展示試食会（昭和52年10月5日；ホテルニュージャパン） 
第26回（平成9年）まで毎年開催 

昭和55年11月20日、八幡浜で開催した沖合底びき調
査報告会の際の深海魚料理講習会 

平成4年10月3日　第21回海洋水産資源開発魚種展
示会（都立産業貿易センター） 

昭和61年7月2日、創立15周年記念シンポジウム「水産
資源開発の将来展望」 

平成3年10月22日、創立20周年記念講演会「国際化
の中の日本の水産業」 
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平成13年7月25日、創立30周年記念報告会およびシンポジウム(虎ノ門パストラル)

左から創立10年誌、20年誌、30年記念JAMARC誌 

平成8年7月18～19日創立25周年記念シンポジウム「外洋性大型イカ類に関する国際シンポジウム」 
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　独立行政法人水産総合研究センター法の一部を改正する法律により、平成15年10月1日をもって、開発センターは

解散し、独立行政法人水産総合研究センターの開発調査を担当する新部門として再出発することとなった。 

解散そして新組織へ移行（平成15年10月1日） 





愉快な名前のおさかな紹介 

和名：ジャマルクアンコウ 
学名：Oneirodes notius Pietsch,1974

　開発センターの名がついたおさかなですが、命名者のひとり、岩見哲夫博士から図版

を提供いただくとともに次のコメントを戴きました。「南極海からは本種を含めて、3種のア

ンコウ類が知られていますが、いずれもチョウチンアンコウ亜目という深海性のグループに

属する種類です。本種は全身が黒く、ボール状で、鍋の材料になる背腹に平らなアンコ

ウとは姿形がだいぶ異なっています。頭の上に長く突き出た、誘引突起という釣竿のよう

な部分の先端には発光する擬餌状体があり、これで餌となる生物をおびき寄せているも

のと考えられています。 

　日本に初めて持ち込まれた標本は、開発センターが1978年から1979年にかけてウィル

クスランド沖で行ったナンキョクオキアミ資源開発調査の際に、ナンキョクオキアミに混じっ

て偶然採集されたものです。ジャマルクアンコウの名前は、これに因んで、1979年に故 

阿部宗明博士と私によって名付けられました。 

　この時の採集深度は水深50mで、700から2000mという従来の記録よりはるかに浅い

ものでした。またこの個体は比較的発達した卵巣を持つ雌で、全長は20cmを越え、本

種の最大記録となりました。このように、開発センターが採集した標本によって数々の貴

重な情報が得られたのですが、これ以降、日本の調査では採集例がありません。」 


